
注）事業費は総事業費から本組合負担分を抽出して計上しています。

※1 ※2 ※3　 ※4　

注　成果の評価を「維持」、「縮小」とした場合、コスト「拡大」の評価は認められません。

成果の評価を「維持」、「縮小」とした場合、コストの評価は「縮小」が基本です。

ゲート機能集約の事業化
(式)

0 0 0
52,930 延伸順調

1
(H25)

事業採択(回) -
1

(H20)
完了 目標を達成したため。

-

1（企画調整室）
事業担当

鍋田ふ頭コンテナターミナ
ル第３バースの事業化【本
掲】(個02事04)

今後の名古屋港全体のコンテナターミナル利用見込みを整理し、鍋田ふ頭第３バースの必要性を国
土交通省中部地方整備局に示し、第３バース事業化に向けた予算、事業計画に関する調整を行いま
す。【再掲】個21事01

平成23年から国のモデル事業として、集中管理ゲートの整備・運用がさ
れておりますが、引き続き、事業の有効性及び効率性などの効果の検証
を十分に図る必要があるため。（H25→H26に延伸）17,460 13,731 8,481 5,695 3,787 3,776

0 00（港営部）
港湾利用高度化担当

飛島ふ頭におけるゲート機
能集約の事業化(個02事
03)

コンテナターミナルの更なる効率化を図るため、飛島ふ頭におけるゲート機能集約について関係者と
の調整を行います。

目標を達成したため。
3,004

100
累計
(H21)

100.0
方針策定進捗率（％)

特例港湾運営会社の指定申請手続きなどの調整を含めた
目標年度に変更したため。（H25→H26に延伸）26,429 21,074 9,753 18,550 28,681 21,930

・事務事業の構成は妥当です。

1

事業費の
合計

平成25年度

成果
※3

事務事業
※2

実績見込み

延伸
0

現政策体系における事務事業の適正性

次期政策体系
への方向性

成果※3 コスト※4

・鍋田ふ頭コンテナターミナル第３バース（Ｔ３）は、平成24年4月から供用開始され、泊地しゅんせつの工事
の完了に伴い、全体事業が完了しました。また、総事業費を約15億円ほど縮減できたことにより、累計達成
率88.2％で事業完了しました。
・第３バースの特定埠頭運営事業者として、第１、２バースを運営する名古屋ユナイテッドコンテナターミナル
(株)を認定しました。（平成22年度）
・（財）名古屋港埠頭公社は、平成24年12月から株式会社化され名古屋港埠頭(株)となりました。平成25年
度には、民の視点を取り込んだ一元的な港湾運営による効率化、競争力強化を目指した港湾運営会社制度
のあり方を関係者と協議し、同会社が特例港湾運営会社として制度を導入することとしました。
・（財）名古屋港埠頭公社が、平成23、24年度に無利子貸付金を活用した鍋田ふ頭コンテナターミナル第１
バース（Ｔ１）の2基の荷役機械の改良を行いました。さらに同公社から業務継承した名古屋港埠頭（株）が平
成25年度に2基の荷役機械の改良を行いました。
・飛島ふ頭におけるゲート集約については、国のモデル事業として平成22年に集中管理ゲートが整備され、
平成23年4月から運用を開始しました。

「次期政策体系への方向性」を判断した理由（本組合財政収支への影響の考察を含む）

・外貿コンテナ取扱個数については、平成26年の目標数に向けて、引き続きターミナルの機能強化や効率的
な運営を関係者と目指す必要があります。
・名古屋港埠頭(株)が行う鍋田ふ埠頭の残り1基の荷役機械の改良について、無利子貸付金事業を実施し
ていく必要があります。
・特例港湾運営会社として無利子貸付金制度の活用などによる港湾コストの低減や一体的な運営による効
率化の実現など、制度導入効果を実現していくために、民の視点を取り入れた運営や集荷・創荷の施策、組
織形態、名古屋コンテナ埠頭（株）との合併などの検討を進めていく必要があります。
・集中管理ゲートは、国や名古屋港管理組合、港湾関係者にて効果の検証を行っており、これにより、各ター
ミナルのゲート前の渋滞緩和については、一定の効果が見られますが、引き続き注視していく必要がありま
す。

重点化

平成20年度

実績

２．ＤＯ（個別施策を構成する各事務事業の取組内容と今後の方向性）

達成率

実績

◎ （企画調整室）
港湾運営企画担当

コンテナターミナル管理運
営体制の見直し(個02事01)

本組合、名古屋コンテナ埠頭株式会社、財団法人名古屋港埠頭公社等が管理運営を行っている、本港の飛島ふ
頭及び鍋田ふ頭のコンテナターミナルについて、管理運営の効率化を図るため、港湾運営会社制度の活用のあり
方を検討するとともに、名古屋港埠頭公社組織のあり方などの管理運営体制の見直しを行います。

方針策定件数（件）

主な
活動・成果指標

平成21年度

実績

継続

1

3,004

84.3 88.2
6,685,610

完了

完了

順調

担当課名

平成25

鍋田ふ頭コンテナターミナルでは、近年取扱貨物が増加している中国・韓国貨物を取り扱っています。平成24年4月に、第３バース
が供用開始（航路・泊地の一部は整備中）、今後も着実に機能強化を推進していきます。飛島ふ頭では、飛島東側コンテナターミナ
ルにおいて、民間と公共のコンテナターミナルが混在しており、その効率的な運営を関係者と目指すほか、集中管理ゲートの整備
などにより飛島ふ頭コンテナターミナル全体の機能強化を目指します。

平成20

82.6

目的

船社、港運、トラック事業者サービスの対象者（誰のために）

世界の景気動向によるコン
テナ貨物量の減少

機能強化され、効率的なコンテナ貨物の取扱がされる意図（どういう状態にしたいのか）

サービスの対象物（何を） 飛島ふ頭東側コンテナターミナル及び鍋田ふ頭コンテナターミナル

　　　　　　    年
実績等

成果指標

既存コンテナターミナル（鍋田・飛島東側）の機能強化を図り、当該ターミナルでの外貿コンテナ取扱個
数236万TEUを目指します。

目標

平成26
平成22 平成24

目標
平成23平成21

名古屋港におけるコンテナターミナルの運営状況および東西港におけるコンテナターミナルの管理手
法などを調査・検討します。

事務事業名（コード）

85.283.9

事務事業の概要

87.3

個別施策管理シート 現政策体系振り返り 第一期政策体系（平成20年11月～平成26年3月）

内容

政策 1     グローバルロジスティクスの港

施策推進
責任者

基本施策

個別施策 02 既存コンテナ機能を再編・強化する

１．ＰＬＡＮ（目的・内容）

企画調整室長
港営部長

195 236198 201 206

目標達成に影響する外的要因等

目標値
（年度）

126,417
2 2

累計
(H25)

下段：事業費（千円・人件費込）

-- -

実績

指標の説明（式）

平成24年度平成23年度

01   国際・国内海上輸送機能の強化

飛島ふ頭東側コンテナターミナル
及び鍋田ふ頭コンテナターミナル
の外貿コンテナ取扱個数

達成率 72.593.6

221 171

順調

上段：指標達成状況

実績

平成22年度 平成25年度実施事業に基づく評価結果

備考（判断の理由等）

平成26年度以降の取組の方向性

コスト
※4

平成25年度
までの状況

※1

引き続き荷役機械の改良を行い、円滑で効率的なターミナ
ル運営を行っていく必要があるため。

４．ＡＣＴＩＯＮ（個別施策全体の今後の取組の方向性）
個別施策02

３．ＣＨＥＣＫ（個別施策全体における取組状況と課題）

実績

・現政策体系のもと、鍋田ふ頭コンテナターミナル第３バースの整備等により既存コンテナターミナルの機能強化に取り組んできましたが、次期政策体系においても、ターミナル運営の効率化
や既存コンテナターミナルの高質化などのコンテナ機能の更なる強化の取り組みは維持する必要があるため。

・コンテナ貨物量の拡大に向けて、港湾計画を改訂（平成27年度）し、コンテナ取扱機能強化を目指します。

・コンテナターミナル管理運営体制の見直しについては、特例港湾運営会社の申請期限である平成26年9月までに、組織体制、民間からの出資などの申請手続きの調整を行っていきます。ま
た、特例港湾運営会社設立後も名古屋コンテナ埠頭株式会社との合併を目指すとともに、湾でひとつの港湾運営会社設立に向けて四日市港と協議を進めていきます。

・集中管理ゲートの効果については、国や港湾関係者とともに引き続き、検証を行っていきます。なお、さらに効率化を図るため周辺道路整備を行っていきます。

次期政策体系への展開　(個別施策の構成、新規事業の創出、事務事業の見直し等）

現政策体系における主な取組など 現政策体系における課題認識など

目標を達成したため。

目標を達成したため。

1,443,358 7,014,284294,015 76,508

1
(H22)

完了18,056
0

40.9

35.5

2,911,179 1,380,961
事業進捗率(％)

整備主体である国土交通省との予算及び工程管理に関する協議、及びターミナルの機能拡充を図る
ための用地整備
規模：第３バース　延長250m、水深-12ｍ、ターミナル用地11ha【再掲】個21事10

鍋田ふ頭コンテナターミナ
ル整備事業(個02事10)

事業者の認定(者)
鍋田ふ頭コンテナターミナ
ル第３バース借受者の選定
(個02事08)

鍋田ふ頭コンテナターミナル第３バースの平成23年度中の供用開始を目指し、ターミナル施設を管理
運営する認定事業者の選定を行います。

100
累計
(H27)39,313

100
累計
(H24)

鍋田ふ頭コンテナターミナ
ル施設改良事業(個02事
11) 38,152

2,171,236

50,802

24.6

6,522 11,534

12.1

222,234

128,267

63.3

「継続」、
「統合」、
「延伸」の
事務事業の
み※３、※
４を記入

内容

実績

％

万TEU

コンテナターミナル管理運
営方針の策定(個02事06)

終期を設定し事務事業を廃止または休止
することが妥当

統合

記入

他の事業とまとめ、一体的に評価すること
が妥当

状況を勘案し、目標年度を先送りするもの

目的を達成したため、事務事業を完了する
ことが妥当

休廃止

拡大

遅れ

やや遅れ

６０％未満の進捗度合

６０％以上の進捗度合 延伸

完了８０％の進捗度合順調

内容
施策の成果向上・維持のため、事務事業を
継続することが妥当

継続
何らかの改善策の実施により成果の拡
大を必要とするもの

拡大

従来どおり進めていくもの維持

→成果の評価を「維持」、コストの評価も「維持」とした場合、コストが「縮小」
とならない理由を記入してください。

縮小
一定の成果を達成、必要性が薄れてい
るなどの理由で成果を縮小するもの

一定の成果を達成、必要性が薄れてい
るなどの理由でコスト縮減を図るもの

維持

縮小

従来どおり進めていくもの

施策コスト
（事業費合計）

43,889 2,955,510
注）目標値欄の「（継続）」は完了年度を定めず行う事業です。この場合の目標値及び目標年度は、原則として平成25年度を中間目標として設定しています。

無利子貸付執行率(％)

2,201,004

成果の拡大（または維持）のためにコス
トの拡大を必要とするもの

前年度以前に完了した事業

内容内容 記入記入

整備主体である（財）名古屋港埠頭公社に対する無利子貸付金について、国及び（財）名古屋港埠頭
公社との調整（荷役機械5基）を行います。

（企画調整室）
企画担当

完了

記入

（企画調整室）
事業担当

（企画調整室）
事業担当

（企画調整室）
事業担当
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